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 Ⅰ．ごあいさつ  

2023 を迎えて 
会長   丹羽 真一 

                              副会長  林  道夫 

                              常務理事 安西 信雄 

 

2022年はPPST研究会の事業が新しい形で始まった年でした。すなわち、ブロックセミナーが東

日本、西日本でそれぞれ年1回ずつ大塚製薬様との共催で開催、全国セミナーが住友ファーマ様と

の共催で開催となりました。東日本については北海道ブロック幹事の先生方の、西日本については

北陸ブロックの幹事の先生方の御尽力により、それぞれ2022年 4月15日と7月22日にブロック

セミナーが開催されました。全国セミナーは10月15日に開催されました。いずれもオンライン開

催でしたが、ブロックセミナーとは言えブロック内にとどまらず全国から参加いただける形で、ま

た全国セミナーは文字とおり全国からご参加いただき、成功裏に開催できました。また、日本精神

科病院協会精神科医学会におきましてスポンサードシンポジウムの形で大塚製薬様と共催のシンポ

ジウムが行われました。新しい形でのPPST研究会の事業を順調にスタートできたと考えておりま

す。統合失調症学会におけるPPST研究会は学会主催者の開催ポリシーにより企業との共催のプロ

グラムは行わないということでした。また、ニューズレターの定期発行と、賛助会員へのPPST 
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Bulletinの刊行も行われました。これらの事業にご理解とご協力を頂いております参加者の皆様、

全国ブロック幹事の先生方に御礼を申し上げます。 

 

 本PPST研究会ニューズレター第24号では、2022年 10月に行われました全国セミナーでの講演

のポイントをご紹介する記事を掲載いたします。その内容を以下に簡単にご紹介いたします。 

 

テーマ「統合失調症の再発再燃をどう防ぐのか？－クライシス・プランと個別化医療」 

 

講演１「統合失調症の再発再燃を防ぐために、クライシス・プランが担う役割とは」 

座長：安西 信雄 先生 (帝京平成大学大学院 臨床心理学研究科 教授) 

演者：大鶴 卓 先生 (琉球こころのクリニック 院長) 

 

統合失調症の再発再燃を防ぐために、クライシス・プランが注目されている。当事者と支援者

が協働して作成するクライシス・プランは、安定状態の維持や、悪化した場合の早期対処を目

指しており、措置入院の退院支援ガイドラインなどでも再発予防対策として示されている。ク

ライシス・プランは再発再燃だけでなく、当事者のリカバリーを促進し、精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステムの支援ツールになりうるものである。 

 

講演2「クライシス・プラン（CP-J）で実臨床がどう変わる？-活用事例について」 

座長：後藤 雅博 先生 (こころのクリニック ウィズ 所長) 

演者：野村 照幸 先生 (さいがた医療センター 主任心理療法士  

 

クライシス・プラン（CP-J）は当事者と支援者（医療スタッフ、福祉支援者など）が協力して

安定した状態を維持し、病状悪化に早めに気づいて対処、対応するために、共に話し合いなが

ら作成し、活用するツールです。しかし、病状悪化を防ぐことだけが目的ではなく、当事者の

リカバリーのための手段として作成、活用していくことが重要です。実例を通じて、クライシ

ス･プランの効果的な作成、活用方法について紹介します。 

 

講演3「抗精神病薬の薬物動態（ADME）から考える個別化医療とは」 

座長：森 隆夫 先生 (あいせい紀年病院 理事長) 

演者：深澤 隆 先生 (青南病院 病院長)  

 

統合失調症の治療選択肢も増え、今まで以上に多様な治療ニーズに包括的に応えていくことが

求められる時代が到来しつつある。薬物療法の治療効果を活かすためにも、患者中心のケアを

推進するためにも適切な評価や治療計画を用意する必要がある。さらに薬剤の特徴を考慮した

「最適化」と常に個々の患者の特徴を考慮した「個別化」が重要である。治療効果や有害事象

に影響する患者要因と薬剤要因につき薬物動態の視点を交えてお話する。それを通じてこれか

らの精神科医療の在り方についても考えたい。 
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2023年以降もブロックセミナーと日本精神科病院協会精神科医学会におけるスポンサードセミナ

ー（シンポジウム）を大塚製薬様と共催で開催し、全国セミナーと日本統合失調症学会の中での

PPST研究会と全国セミナーを住友ファーマ様と共催で開催することになります。 

 

複数の企業との共催の形でセミナー開催ができましたので、2022年 11月にPPST研究会を日本精

神神経学会の生涯教育ポイント取得対象団体として認定頂けるように申請いたしました。その結

果、2022年 12月 14日付けにてポイント取得団体（Ｃ群）として認定頂くことができましたので、

ご報告申し上げます。 

 

 ブロックセミナーにつきましては、東日本につきましては北海道➩東北➩関東➩甲信越➩東海の

順で、西日本につきましては北陸➩近畿➩中国➩四国➩九州・沖縄の順で企画を頂くことになる予

定ですので、2023年には東日本セミナーを東北ブロック幹事の先生方に企画頂き、西日本セミナー

を近畿ブロック幹事の先生方に企画頂きます。東日本、西日本と分けてはおりますが、いずれもオ

ンライン開催ですので、全国どこからでも参加可能です。ぜひ、多くの先生方のご視聴をお願い申

し上げます。2023年度（2022年 8月～2023年 7月末）のブロックセミナー開催予定は決まりしだ

いご連絡申し上げます。 

同様に、全国セミナー、日本精神科病院協会精神科医学会につきましても予定が決まりしだいご

連絡を申し上げます。日本統合失調症学会における共催セミナーは2023年度も主催者の開催ポリ

シーにより企業との共催のプログラムは行わないということですので開催を見合わせることとなり

ます。 

 

 PPST研究会は賛助会員の会費により成り立っており、大塚製薬様、住友ファーマ様と共催する各

種セミナーの開催費用とは別会計とさせていただいております。 ですので、ニューズレターや

PPST Bulletinの刊行を維持する費用は賛助会員が増えることで安定する仕組みとなっておりま

す。 

 2022年もPPST研究会の意義あるところをご理解いただき、多くの個人、団体が賛助会員となっ

ていただけますようにお願い申し上げます。 

 

 末尾ではございますが、PPST研究会の活動理念を掲載いたします。 
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Ⅱ．PPST 全国セミナー「統合失調症の再発再燃をどう防ぐのか? －クライシス・プランと個別化

医療－」（2022年 10月15日オンライン開催）の 3 つの講演のポイントとキースライドご紹介 

講演１  

 統合失調症の再発再燃を防ぐために、クライシス・プランが注目されている。当事者と支援者

が協働して作成するクライシス・プランは、安定状態の維持や、悪化した場合の早期対処を目指

しており、措置入院の退院支援ガイドラインなどでも再発予防対策として示されている。クライ

シス・プランは再発再燃だけでなく、当事者のリカバリーを促進し、精神障害にも対応した地域

包括ケアシステムの支援ツールになりうるものである。 

 

 ユーザーのリカバリーは

重要であり、支援者はその

実現を支援する必要があ

る。リカバリーは臨床的リ

カバリー、パーソナルリカ

バリーに整理できる。症状

の改善や機能の回復などの

臨床的リカバリーは重要だ

が、近年は客観的、主観的

リカバリーなどのパーソナ

ルリカバリーがより重視さ

れている。 

 

リカバリー実現のために

は、ユーザーと支援者が対

等な関係性にあり、ユーザ

ーのパーソナルリカバリー

のゴールを共有し、治療方

針を協働して決めていく共

同意思決定（Shared 

Decision Making：SDM）が

重視されている。SDMを行

うことでアドヒアランスが

向上し、統合失調症者の再

発再燃の防止が期待できる。 

統合失調症の再発再燃を防ぐために、クライシス・プランが担う役割とは 

大鶴 卓（琉球こころのクリニック 院⾧) 
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 SDMは薬物療法で紹介される

ことが多いが、クライシス・プ

ラン（Crisis Plan Japanese 

version：CP-J）などの心理教

育でも有効である。 

 

 

 

 

 

 

クライシス・プランは安定した状態の維持を重視しながら、病状悪化の兆候が見られた際や病

状悪化時の自己対処と支援者の対応について、病状が安定している時に合意に基づき作成する計

画である。それを作成することで対処や支援を見える化し、ユーザーの安定維持と悪化時の対処

を支援者と協働して取り組むことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クライシス・プランは安定した状態の維持を安定状態（青色）、悪化時の早期発見と対処・対応

を注意状態（黄色）、病状悪化時の円滑な対処・対応を要注意状態（赤色）に分け、それぞれに自

分と支援者の対応・対処を記載する形式が一般的である。 
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また、ユーザーの目標や夢を記載し、クライシス・プランはそれを叶えるための共同計画書で

あることを確認することは、とても重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クライシス・プランの青、黄、赤の状態を表に転記したセルフモニタリング表は、次の面接ま

での状態を共有するために効果的であり、それを定期的にチェックすることは自分の状態を客観

的に見る能力（メタ認知）の向上にも繋がる。 
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 クライシス・プランは作成より活用することが重要であり、ユーザーと支援者が一緒に日常的

に使うこと、ケア会議や支援者間の情報共有時に積極的に用いることで重要性が高まる。クライ

シス・プランが病状や支援体制が合っているかを確認し、本人が使いやすいものに加筆・修正を

続けることが重要である。入院中に作成されたクライシス・プランはリスク項目が中心になりや

すいため、リスク項目で本人が必要と思わないものを削り、良い状態の維持、ストレングスの項

目を増やしていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 クライシス・プランを活用することで非同意入院や医療費の減少、当事者との関係性や関係機

関の連携が向上することが報告されている。精神障害にも対応した地域包括ケアシステムでは、

ユーザーと多機関、多職種の連携が求められており、クライシス・プランの活用はその共通コア

ツールの1つになりうると考える。 
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講演 2  

 クライシス・プラン（CP-J）は当事者と支援者（医療スタッフ、福祉支援者など）が協力して

安定した状態を維持し、病状悪化に早めに気づいて対処、対応するために、共に話し合いながら

作成し、活用するツールです。しかし、病状悪化を防ぐことだけが目的ではなく、当事者のリカ

バリーのための手段として作成、活用していくことが重要です。今回は実例を通じて、クライシ

ス・プランの効果的な作成、活用方法について紹介します。 

 

海外における非自発的入院

をアウトカムとした介入研究

についてのメタアナリシスで

はクライシス・プランは非自

発的入院を減少させる有望な

介入方法の1つであるという

結果が出ている 1)。ただし、海

外におけるクライシス・プラ

ンについては病状悪化時に焦

点を当てすぎてしまい、いざ

病状悪化したときにうまく活

用できないケースもあり、課

題となっている。 

 

そこで、筆者が立ち上げたク

ライシス・プラン研究会では我

が国におけるクライシス・プラ

ンについて“安定した状態の維

持”も含むものとして展開して

いく必要があると考え、そのよ

うなクライシス・プランを

Crisis Plan-Japanese version

（CP-J）と表記し、研究や実

践、普及を進めている。 

 

 

 

クライシス・プラン（CP-J）で実臨床がどう変わる? - 活用事例について 

野村 照幸   (さいがた医療センター 主任心理療法士) 
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ところで、WRAPにも“クライシ

ス・プラン”というパートが含まれ

ているが、CP-Jと最も異なってい

るのはWRAPのクライシス・プラン

はセルフケアのためのツールであ

り、必ずしも医療や福祉などの専門

的支援者と共有する必要はないとい

うことである。一方、CP-Jは医療

や福祉などの支援者と協働して作成

し、共有する。つまり、WRAPが当

事者の「I（私）」のプランであるの

に対して、CP-Jは当事者と支援者

の「We（私たち）」のプランと位置

づけることができ、クライシス・プランを当事者自身、あるいは家族や支援者と一緒に確認し、状

態に応じた対処や対応を行っていく。 

 

このように当事者と支援者が協働して作

成し、活用していくツールであることか

ら、当事者を中心とした多職種、多機関連

携のツールとして活用しやすいこと、また

作成プロセスが共同意思決定（SDM）であ

り、支援関係が向上すること、病状悪化時

の権利擁護につながることなど、多くの機

能を有している。 

 

 

 

今回の発表では事例を通じて作成から活

用までのプロセスを報告したが、重要なこ

とはクライシス・プランをどのような文脈

で導入し、どのように共同意思決定してい

くかということである。 
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当事者は病状悪化を

防ぐために生活してい

るわけではなく、希望

や目標といったリカバ

リーに向けて生活して

いると考える。つま

り、病状悪化を防ぐこ

とが目的ではなく、当

事者のリカバリーのた

めの手段として作成、

活用していくことが何

より重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病状管理を目的にすると支援者は当事者にプランを“守らせよう”としてしまう可能性がある。

CP-Jはリカバリーのために病状と付き合っていくためのコミュニケーションのツールとして活用さ

れることでその機能を発揮しやすい。 
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最後に「クライシス」とは重大な分岐点という意味がある。病状悪化という状況を乗り越えるこ

とでその体験から学び、より賢く病状と付き合っている当事者が多くいる。CP-Jはそれを支え、後

押しするツールでもある。多くの臨床場面での実践を期待したい。 

 

文 献 

1) JK Bone, T McCloud, HR Scott, et al. Psychosocial interventions to reduce compulsory 

psychiatric admissions: a rapid evidence synthesis. E clinical Medicine, 10 , 58-67, 

2019.  
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講演 3  

 統合失調症の治療選択肢も増え、今まで以上に多様な治療ニーズに包括的に応えていくことが

求められる時代が到来しつつある。薬物療法の治療効果を活かすためにも、患者中心のケアを推

進するためにも適切な評価や治療計画を用意する必要がある。さらに薬剤の特徴を考慮した「最

適化」と常に個々の患者の特徴を考慮した「個別化」が重要である。治療効果や有害事象に影響

する患者要因と薬剤要因につき薬物動態の視点を交えてお話したい。それを通じてこれからの精

神科医療の在り方についても考えていきたい。 

 

抗精神病薬の治療効果を最大化するためには、適切な評価と治療計画、薬物療法の個別化が重要

である。今回は、抗精神病薬の特徴や薬物動態の個人差に与える要因などを考慮した統合失調症の

薬物療法の個別化について考える。 

 

本邦の精神保健・医療政策の変遷と精神科治療の変化について①にまとめた。現在統合失調症治

療は、EBM（Evidence-Based Medicine）やガイドラインを重視した医療の実践や薬物療法の適正化

が強調されている。 

  

 

 

抗精神病薬の薬物動態（ADME）から考える個別化医療とは 

深澤 隆  (青南病院 院⾧) 
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一方では未だにアド

ヒアランス不良や身体

合併症などの臨床的な

問題以外にも②に示す

ような多くの統合失調

症の治療課題が挙げら

れ、それぞれへの適切

な対応が求められてい

る。 

 

 

 

薬物治療における個別

化とは、個々の患者に

対する治療効果の最大

化と副作用の最小化を

図ることである（③）。 

 

 

 

 

 

 

 

統合失調患者のアドヒ

アランスが不良となる要

因には様々な要因が考え

られ（④）、特に薬剤の

有効性や副作用、投与回

数、剤形などを考慮した

薬物療法がアドヒアラン

スの向上に寄与する。 
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そのため、薬剤の薬理的特徴や患者の精神症状やメディカルニーズ、生活習慣・リズムなどを把

握した上で、治療効果や有害事象に影響する患者要因と薬剤要因、さらに両者の薬力学的要因と薬

物動態的要因などを考慮した薬物療法を実践することが重要である（⑤）。 

 

薬剤の薬力学的特徴を活かした薬剤選択には、ドパミンD2受容体やセロトニン2A受容体を始め

とした受容体結合親和性が重要な指標となる。また副作用に関連しうる受容体への結合親和性が弱

い薬剤を選択することは、急性期のみならず維持期においても有害事象や副作用を回避することに

つながる（⑥）。 
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作用部位での薬物の濃度や体内での薬

物動態を規定する四つの過程である

Absorption (吸収)、Distribution (分

布)、Metabolism (代謝) 、Excretion 

(排泄)の頭文字とってADMEと呼ばれて

いる。抗精神病薬の薬物動態は、性別や

年齢、併用薬・食事、嗜好品など多くの

患者要因がADMEへ影響し、個人差が大

きいことが知られている（⑦）。 

 

特に代謝に関与する肝酵素であるCYP（Cytochrome P450）や吸収・分布・排泄に関与する薬物トラン

スポーターの1つであるP-gp（P-glycoprotein）に関した薬剤の特徴を考慮し、薬剤や剤形の選択や用

量の調整、薬物相互作用の予防を検討すべきである。また薬剤の剤型ごとの薬物動態的特徴を考慮する

ことも重要である。経皮吸収製剤は、皮膚から直接全身血行へ移行するため消化管や肝臓での代謝の影

響を受けず、薬剤の血中濃度の変動が少ない（⑧）などの特徴を有する。血中濃度の変動が少ない薬剤

は、精神症状の安定や副作用の低減などに寄与する可能性が考えられるため経皮吸収製剤は貴重な選択

肢の1つである。 
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さらに薬剤決定前、薬剤決定、薬剤決定後と長期に渡り、患者さん視点で薬剤選択と用量調整を

行うことも重要である。最新のAmerican Psychiatric Associationのガイドラインでも、患者さん

の治療に関連した好みや治療反応に関する情報を収集したうえで、他の薬剤との比較をしつつ薬物

療法のベネフィットとリスクについて話し合うことを推奨している（⑨）。 

抗精神病薬の治療効果を最大化するためには、治療薬物モニタリング（TDM：Therapeutic Drug 

Monitoring）の考えた方に基づいた患者さん中心の薬物療法実践し、可能な限り個別化することが

重要である（⑩）。患者さんが地域で安心して生活できるように精神科多職種チームでTDMを実践

し、アドヒアランス支援を継続することが患者さんの真のリカバリーにつながると考える。 
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Ⅲ．あとがき／賛助会員のご案内 

PPST研究会ニューズレター第24号をお届けします。 

今回は2022年10月15日にオンライン形式で開催されたPPST全国セミナーの3つの講演をコンパク

トにまとめてご紹介しました。ニューズレター23号でも申しあげましたが、読者各位もオンライン

形式に大分慣れてきたことと推察いたしますものの、あらためて紙面でご確認いただく意義は変わ

らないと考えています。 

大鶴卓先生は統合失調症の患者さんのリカバリー実現のために共同意思決定（SDM）が重要であ

り、クライシス・プランを共同で作成・活用することによって、セルフモニタリングにもつなが

り、メタ認知の向上にも寄与することを説明され、さらにそれにより再発を予防する、治療関関係

が向上するなどの研究結果も紹介されました。 

野村照幸先生は、クライシス・プランの活用事例やご自身が立ち上げられたクライシス・プラン

研究会を紹介され、連携や患者さんへの向き合い方の変化などについて説明されています。 

深澤隆先生は「抗精神病薬の薬物動態（ADME）から考えた個別化医療とは」というタイトルで、

治療効果や有害事象に影響する患者・薬剤要因に言及されながら、薬剤プロフィールや血漿濃度の

変動指数などを勘案しながら薬剤を決定し、治療薬物モニタリングをしていくことの重要性を強調

されました。 

どれも基盤にあるのは患者さんとの話し合いの上での決定であり、パターン化しないオーダーメ

イドの関わりであることを勉強させていただきました。 

なお、今回お届けする内容の詳細版を、PPST研究会賛助会員にPPST Bulletinとしてお届けしま

す。これは講演内容をテープ起こしして、ほぼ全部のスライドを掲載するものです。当日参加でき

なかった方にも内容が生き生きと伝わると思います。賛助会員（法人）には、このPPST Bulletin

の無料配布のほか、PPST研究会が開催するセミナーに5人まで参加費免除でご参加いただける特典

もございます。下記の賛助会員制度のご紹介をご参照ください。 

次のページに賛助会員の申し込み用紙がございます。 

研究会ホームページのURLは http://www.secretariat.ne.jp/ppst/ です。 

（PPST編集委員会 加瀬昭彦 安西信雄 丹羽真一） 
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PPST研究会 賛助会員制度のご紹介 

１．目的 

PPST研究会活動の理念に賛同する全国の精神科病院・クリニック・大学等の先生方にご加入い

ただいて、ご一緒にPPST研究会の活動を進めること、そして当協会のブロック幹事になってい

ただいて地域のセミナーの企画・実施にご協力いただくことが目的です。 

２．賛助会員にお願いする役割と特典 

ブロック幹事として地域のセミナーの企画・実施にご協力いただく 

ホームページやニューズレター等に病院紹介などの記事をご紹介いただく 

PPSTニューズレター（各地のセミナー内容、新情報、病院訪問など）を受取る 

貴施設に所属される職員は5人までPPST研究会セミナーへの参加費免除と致します 

 

３．賛助会員会費 

賛助会員（法人） 一口 年2万円 

賛助会員（個人） 年１万円 

☆お申込は別紙の「賛助会員（法人）」または「賛助会員（個人）」の申込書にご記入の上、

（株）コンベンションリンケージ内 PPST研究会事務局代行 Tel.03-3263-8697,  e-mail: 

PPST@c-linkage.co.jp にお送りください。 

 申込書が届き次第、振込先等を事務局代行からご連絡させていただきます。 
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ＰＰＳＴ研究会 賛助会員申込書 

☆下記の「法人」または「個人」の該当する方にご記入ください。 

賛助会員（法人）申込書 

入会申込日    年   月   日 

※貴 施 設 名 ：                                    

※ 代表者お名前：                                    

※ ご担当者お名前：                           フリガナ：                

※ ご担当者お役職：                                    

※ 貴施設ご住所：(〒      -          )                                                  

                                                       

             ※TEL：                        ※FAX：                         

                 ※ご担当者E-mail：                                                 

年会費 賛助会員（法人）一口 20,000円 申込み口数【    口】 

※当研究会ホームページの賛助会員名簿への貴法人名の掲載【□希望する □希望しない】 

 

賛助会員（個人）申込書 

入会申込日    年   月   日 

※お 名 前 ：                                    

※ フリガナ：                                    

※ ご所属施設：                                                

※ お 役 職 ：                                    

※ 貴施設ご住所：(〒       -          )                                                  

                                               

                                                   

             ※TEL：                        ※FAX：                         

                  ※E-mail：                                                 

年会費 賛助会員（個人） 10,000円  

※当研究会ホームページ内の賛助会員名簿へのお名前の掲載 【□希望する □希望しない】 

 

 

 

 

申 込 書  

送 付 先 

   〒102-0075 東京都千代田区三番町2 三番町KSビル 

株式会社コンベンションリンケージ内 PPST研究会事務局 行 

   E-mail：ppst@c-linkage.co.jp 

  Fax：03-3263-8687 


